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審査会様式２号

【評価項目】 第１回　指名審査会【令和 ６年４月22日】
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【価格以外の評価結果】 第3回　指名審査会【令和 ６年９月30日】
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【総合評価結果】

※評価項目は必要に応じ、追加又は削除して使用する。

※入札金額の欄、価格評価点は空白とする。

　　プロポーザル方式の場合 ※技術評価点は、６０点換算は行わない。

(注1) プロポーザル方式の場合は、必要に応じ記入する。

沖縄県土木建築部における プ ロ ポ ー ザ ル 方 式 に 関 す る 評 価 調 書 【特定段階】
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業　　　務　　　概　　　要

　本業務は、都市計画法第６条に基づき実施する都市計画基礎調査（以下、「調査」という。）であり、おおむね５年ごとに、人口規模、土地利用、
交通量等の現況及び将来の見通しを把握し、県内の都市化の動向等を明らかにし、都市計画の見直しや方針等の策定に関する基礎資料を得る
ことを目的としている。
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